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記載例１


災害協定に基づく災害時に対応した訓練証明
会社名

　御中


県との協定名称を記載

協定名： 
訓練の主催者名を記載

訓練の開催者：　　　
訓練名称を記載

訓練の名称：　
訓練の概要を記載

訓練の内容：　
訓練実施日を記載

訓練の実施日：　令和◯年◯月　◯日　（○曜日）






貴社は上記訓練に参加したことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　・　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　証明者　　：






記載例２


災害協定に基づく災害時に対応した訓練証明


○○建設（株）　御中



協定名：家畜伝染病発生時における防疫対策業務の実施に関する協定

訓練の開催者：　　　香川県○○協会

訓練の名称：　　令和◯年度　○○○○訓練

訓練の内容：　鳥インフルエンザの防疫対策を想定した情報伝達訓練

訓練の実施日：　令和◯年◯月　◯日　（○曜日）




貴社は上記訓練に参加したことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　証明者　　：香川県○○協会
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技術提案書

様式3-2号（2/2）「災害時の活動体制」記載時の注意点

【災害時の活動体制】

※※災害協定の締結で評価対象となる訓練は、前年度に団体において実施した、香川県と締結している災害協定に関する災害時に対応した訓練である。※災害協定に基づく活動とは、香川県と団体が交わした災害協定に基づき、団体が県から書面で協力要請を受けたものを対象とする。※「有」「無」欄に記入のない場合、「無」欄に「○」の記入のある場合は、添付書類等のある場合についても、評価対象としない。　また、「有」欄に「○」の記入のある場合でも、発注者側で「有」の確認ができない場合は、評価対象としない。

無

災害協定の締結

自社の加入している団体と香川県

とが締結している災害協定があ

る。

○



協定名称

【例】災害時における応急対策業務の実施に関する協定書

団体等名【例】（一社）香川県建設業協会

訓練

参加

○

項　　目 有 無

備　考 有



・左欄の該当する方に「○」を記入すること。

・「有」の場合は、上記「協定名称」欄に協定名称を記載し、協定締結者が団体等の場合は「団体等名」欄に加入している団体等名を記載すること。

　また、前年度に団体において、その協定に関する災害時に対応した訓練等を行い、自社が参加している場合は「訓練参加」の右欄の有に「○」を記入し、訓練を行っていな

い、又は自社が参加していない場合は「訓練参加」の右欄の無に「○」を記入すること。

・香川県との協定の締結者が団体等の場合は、団体等に今年度加入していることを証明する書類の写しを添付すること。

（ただし、加入団体が「（一社）香川県建設業協会」の場合は、所属証明書類の写しの添付は不要とする。）

・香川県との災害協定でないもの、協定名称、団体等名の記載のないもの、団体等（「（一社）香川県建設業協会」を除く）の証明書の写しの添付のないものについては、評

価対象としない。

・協定に関する災害時に対応した訓練への参加を有とする場合は、各団体が発行する訓練への参加証明の写しを添付すること。

災害協定に基づく活動の実績

災害協定に基づき、過去３年度に

おいて団体が県から協力要請等を

受けた実績がある

年度 令和 年度協定名称



団体等名



・左欄の該当する方に「○」を記入すること。

・「有」の場合は、団体が県から協力要請を受けた年度を「年度」欄に、協力要請を受けた協定名称を「協定名称」欄に、協定締結者が団体等の場合は団体等名を「団体等

名」欄にそれぞれ記載すること。

・「協定名称」「団体名等」は災害協定の締結欄に記載した内容と同じであっても、再度記載すること。・香川県との協定の締結者が団体等の場合は、災害協定に基づき県から協力要請を受けた年度に団体等へ加入していたことを証明する書類の写しを添付すること。（ただし、加入団体が「（一社）香川県建設業協会」の場合は、所属証明書類の写しの添付は不要とする。）災害時の応急活動体制災害時に応急対応が出来る体制が整っている・左欄の該当する方に「○」を記入すること。・「有」の場合は、緊急時の社内の連絡体制表及び自社で保有している資機材等の一覧表を添付すること。・｢人員｣｢機材｣｢資材｣の３つの資源については必ず記載することとし、いずれかでも記載が無い場合には、評価対象としない。・｢機材｣｢資材｣については必ず保有場所を記載することとし、保有場所が特定できない場合、保有場所が遠方であり災害等緊急時に使用できない可能性があると考えられる場合、記載された機材・資材が軽微なものであり災害時の応急活動が困難と考えられる場合は評価されない場合がある。評価対象となる災害協定は、災害時における香川県への支援について、香川県（部局長等を含む）と締結しているものとする。

様式第3-2号（2/2）

① 「災害協定の締結」 欄の記入方法について

※協定の名称を記載すること！

協定の有無を選択

※災害協定は、下記のURLに掲載している県と民間事業者等との協定一覧に記載の

ある協定が対象となっているので参考とすること

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kikikanri/sogo/kyotei/kyotei.html

・前年度に各団体において実施した訓練へ自社が参加した場合は「有」を選択

・訓練参加「有」の場合は、各団体が発行する訓練への参加証明の写しを添付すること

・参加証明の作成例を次ページ以降に掲載するので参考とすること


image2.emf
技術提案書

様式3-2号（2/2）「災害時の活動体制」記載時の注意点

様式第3-2号（2/2）

② 「災害協定に基づく活動の実績」 欄の記入方法について

【災害時の活動体制】

令和 年度 協定名称

※※災害協定の締結で評価対象となる訓練は、前年度に団体において実施した、香川県と締結している災害協定に関する災害時に対応した訓練である。※災害協定に基づく活動とは、香川県と団体が交わした災害協定に基づき、団体が県から書面で協力要請を受けたものを対象とする。※「有」「無」欄に記入のない場合、「無」欄に「○」の記入のある場合は、添付書類等のある場合についても、評価対象としない。　また、「有」欄に「○」の記入のある場合でも、発注者側で「有」の確認ができない場合は、評価対象としない。

協定名称



団体等名

項　　目 有 無

備　考 有 無

評価対象となる災害協定は、災害時における香川県への支援について、香川県（部局長等を含む）と締結しているものとする。

団体等名【例】（一社）香川県建設業協会



訓練

参加



・左欄の該当する方に「○」を記入すること。

・「有」の場合は、上記「協定名称」欄に協定名称を記載し、協定締結者が団体等の場合は「団体等名」欄に加入している団体等名を記載すること。

　また、前年度に団体において、その協定に関する災害時に対応した訓練等を行い、自社が参加している場合は「訓練参加」の右欄の有に「○」を記入し、訓練を行っていな

い、又は自社が参加していない場合は「訓練参加」の右欄の無に「○」を記入すること。

・香川県との協定の締結者が団体等の場合は、団体等に今年度加入していることを証明する書類の写しを添付すること。

（ただし、加入団体が「（一社）香川県建設業協会」の場合は、所属証明書類の写しの添付は不要とする。）

・香川県との災害協定でないもの、協定名称、団体等名の記載のないもの、団体等（「（一社）香川県建設業協会」を除く）の証明書の写しの添付のないものについては、評

価対象としない。

・協定に関する災害時に対応した訓練への参加を有とする場合は、各団体が発行する訓練への参加証明の写しを添付すること。

災害協定に基づく活動の実績

災害協定に基づき、過去３年度に

おいて団体が県から協力要請等を

受けた実績がある

○



年度

災害協定の締結

自社の加入している団体と香川県

とが締結している災害協定があ

る。



【例】５

【例】家畜伝染病発生時における防疫対策業務の実施に関する協定

・左欄の該当する方に「○」を記入すること。

・「有」の場合は、団体が県から協力要請を受けた年度を「年度」欄に、協力要請を受けた協定名称を「協定名称」欄に、協定締結者が団体等の場合は団体等名を「団体等

名」欄にそれぞれ記載すること。

・「協定名称」「団体名等」は災害協定の締結欄に記載した内容と同じであっても、再度記載すること。

・香川県との協定の締結者が団体等の場合は、災害協定に基づき県から協力要請を受けた年度に団体等へ加入していたことを証明する書類の写しを添付すること。

（ただし、加入団体が「（一社）香川県建設業協会」の場合は、所属証明書類の写しの添付は不要とする。）

災害時の応急活動体制

災害時に応急対応が出来る体制が

整っている



・左欄の該当する方に「○」を記入すること。

・「有」の場合は、緊急時の社内の連絡体制表及び自社で保有している資機材等の一覧表を添付すること。

・｢人員｣｢機材｣｢資材｣の３つの資源については必ず記載することとし、いずれかでも記載が無い場合には、評価対象としない。

・｢機材｣｢資材｣については必ず保有場所を記載することとし、保有場所が特定できない場合、保有場所が遠方であり災害等緊急時に使用できない可能性があると考えられる場

合、記載された機材・資材が軽微なものであり災害時の応急活動が困難と考えられる場合は評価されない場合がある。

団体が県から協力要請を受けた年度を記載

団体の災害協定に基づく

活動の実績の有無を選択

・団体が県から協力要請を受けた協定名称を記載

・過去の協力要請の実績については各団体へ、確認ください

※災害協定は、下記のURLに掲載している県と民間事業者等との協定一覧に記載のある

協定が対象となっているので参考とすること

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kikikanri/sogo/kyotei/kyotei.html

・災害協定に基づく活動の実績で「有」を選択した場合は、団体が県から協力要請を

受けた年度に、応札者がその団体に加入していたことを証明する書類を添付する事


